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序　章
「政治責任」を巡る言説は、従来の我が国の憲法学においては、相当に寡少
であった
（ 1 ）
。折に触れて主題化されるものの
（ 2 ）
、憲法学の「主要論点」として定
着することはなかった。しかし、我が国における政治生活の実態は、現行憲
法施行後に限るとしても、無責任政治と云うべき類型の実例に事欠かない。
確かに憲法学は一つのアカデミズムであり、現実政治との間には自ずから一
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定の距離がある。しかし、もとより、現実政治と切り離されたものとして存
在する訳ではない。憲法学徒の一人として、私は生々しい政治の現実に興味
を持つのであり、かかる場面で問題となる「政治責任」という概念に関心を
持つ。同時に、何故、我が国の憲法学がこの興味深い概念を関心の埒外に置
いてきたのか、その事情と理由は些か興味深いものと云わざるを得ない。
　第一に想起される理由は理論的なものである。「政治」責任は憲法学とい
う「法学」の検討対象なのではない、「政治学」の主題なのである、という
認識が存在したのではないか。一方で、「基本法学」と銘打った体系書が
「憲法学的な文脈における責任」を一切扱わないという事情
（ 3 ）
、他方で、政治
学、主として行政学の分野において体系的な（政治的）責任理論が形成され
ているという事情
（ 4 ）
、この二つの事情から私はその様に考えるのである。第二
に想起される理由はすぐれて実践的なものである。すなわち、一か二分の一
政党制とも呼ばれる不完全な二大政党制の下、政権交代に希望が持てない現
状認識のもとで、「政治責任」を中心的論点とすることは、憲法学にとって
過大な危険を齎すと判断されたのではないだろうか。責任を弁ずることは権
力を弁ずることに繋がるのである。
　翻って、今日、如上の二つの理由が憲法学における政治責任論不在の情況
をなお正当化し得るか否か、問わねばならない。「権力統制に資することの
ないものであれば、その様な公法学は一顧の価値すら持たぬ
（ 5 ）
」と喝破される
様に、「近代立憲主義」を戴く現代憲法学にとって権力統制の理論的基盤を
提供する任務は重大である。そうであればこそ、この問いには「否」と答え
なければならない。
　憲法学と政治学の間には学問としての性格の基本的な差異が存在する以
上、同じ「政治責任」であっても、その扱われ方、基本的性格には自ずから
差異が生じてこよう。事実、現実政治の動態を精確に描写、整理することに
主眼を置く政治学的な政治責任論は、政治責任の理論を一個の体系だった規
範論として構築する任務を、憲法学に対して取り置いていると云えよう。
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　権力の強大化に連なり得る点で、政治責任は危険な概念である。しかし、
その様な性格は政治責任という概念の一面に過ぎない。権力統制の強力な契
機を提供する可能性もまた、政治責任と云う概念を論じることによって齎さ
れる。権力正当化の契機として政治責任を援用する現実政治に対して、「政
治責任は論じない」という立場は、確かに一つの戦略として意義がある
（ 6 ）
。し
かし、この様な消極的抵抗は、学理においても現実的意義においても、至当
とは思われない。
　私は、積極的に政治責任を問題化しようと企図する。この危険な企図に対
して、フランス第五共和制という経験は、私に如何程かの示唆を与えてくれ
るものと考える。何故なら、フランス第五共和制は、その政治生活におい
て、責任と権力の連関についての得難い体験を経ているからである。日本の
政治生活が未だ嘗て経験したことのない様な体験を持ち、しかも学説はそれ
に対応して議論を蓄積させた。我が国には参考とすべき政治経験も、分厚い
学術的体系も存在しない以上、私はフランスに目を向けることとなった。尤
も、残念ながらフランスからの示唆は、成功者から後進に対して与えられる
類のものではない。多くのフランス有識者が、自国の政治責任体験を失敗し
たものと総括している。しかし、私は、失敗から学び得るものは大きいと考
える。しかも、我々が同じ様な失敗を近い将来犯しうるとしたら、尚のこと
であろう
（ 7 ）
。
　本稿は、フランス第五共和制における執行権者の責任概念の形成、運用を
素描し、そこでの責任の態様が一定ではなく、変遷が見られることを指摘す
る。大掴みに見れば、第五共和制下における執行権者の責任は、先ず、極め
て強力に政治的なそれとして始まり、次第にその活力を弱め、機能不全が指
摘されるようになり、近年に至っては論理を大きく転換させ、強力に刑事的
なものとして再組織化、強化が図られている、と云える。この様な経緯の
下、近年のフランス公法学は、執行権者の責任という概念、制度について、
その政治的性格に対する批判的アプローチと、積極的肯定のアプローチと
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の双方で、それぞれ一つの理論と呼べるものを形成した。更には、「政治責
任」という、従来確固たる定式化が与えられてこなかった概念について、一
定の定式化を積極的に試みる理論も登場した。これらの政治生活、学説展開
を検討することによって、政治における責任と権力の持つ基本的問題を指摘
し、日本における情況への示唆を得るべく試みる。
第 1 章　第五共和制における「強い責任」概念
　本稿が検討対象とするのは第五共和制という政体であるが、本章で検討す
るのは当該政体の初期における事情である。すなわち、シャルル・ドゴール
によって共和国大統領職が担われた時期である。事実上の「制憲者」による
政治運用を検討することは第五共和制が如何なる体制として構想されたかを
検討することにも繋がる。また、第五共和制は、第三・第四共和制という先
行する体制を総括し、清算するための構想として企図されたのであるから、
その限りにおいてこれら先行する体制の基本的問題点を予備的に叙述する。
　第 1 節　第三・第四共和制における情況
　第三共和制は、フランスにおける「共和制」としての安定的政体を確立し
た点で近代フランス史の中でも特に重要な位置を占める
（ 8 ）
。しかし、他方、フ
ランス政治生活を長らく象徴した「政治的不安定」という負の遺産を遺した
点においてもまた、際立っている。
　第三共和制の負の遺産としての政治的不安定は、具体的には次の二つの要
素によって生じていたと云えよう。先ず、一つは解散権の事実上の廃用であ
る。1875年の 3 つの憲法的法律では内閣による下院の解散権が明示されてい
たにもかかわらず、一人の共和国大統領の、議会への従属を誓う「演説」が
不文「憲法」として機能していくこととなった
（ 9 ）
。いま一つは組織政党の不在
という事情である。四分五裂した世論を形成するフランス社会の中で
（10）
、組織
政党の形成は難題であった。また、議会における対立構造も単純な左右対立
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ではなく
（11）
、恒常的な政治的不安定の要因となっていた。
　対独敗戦、ヴィシー体制、そしてレジスタンス運動という体験を経たにも
かかわらず、第四共和制における政治的不安定の構造は第三共和制における
それと大差は無かった。無論、第三共和制の「負の遺産」に対して、第四共
和制の制憲者が無自覚であった訳ではなく、第四共和制憲法の採用した統治
構造は、内閣機能の強化による政治的安定の実現を明らかに狙っていた
（12）
。し
かし、ラマディエ政権下の1947年 5 月、共産党が下野して以降の第四共和制
は、その憲法が採用した改革構想の限界を露呈した
（13）
。第四共和制は、第三共
和制へと回帰してしまったのである。
　第三・第四共和制の約80年間において、頻繁に過ぎる政治家の首の挿げ替
えは、国際的・経済的な大変動期にあって、政治的退嬰主義 immobilisme
という少なくない悪影響をフランスにもたらした。頻繁な政権交代による政
治家の辞職は、政治責任の一つの取り方ではあったが、しかし、その実質的
意義は希薄化していた
（14）
。安定的多数派を形成し得ないモザイク状の議会に、
解散権を封じられた弱体な執行府が対置される統治機構においては、現代に
おいて特に要請される強力政治は期待し得ない。アルジェリアから発した内
乱の危機を前にした第四共和制の瓦解は、いささか象徴的な結末であった。
　第 2 節　「強い責任」の体制としての第五共和制とドゴール
　第五共和制という企みの本質は、先行する80年間の政治慣行、すなわち政
治的無責任に終止符を打つことにあった。これは、云うまでもなく第五共和
制の制憲者、すなわち、ドゴール将軍の企図であり、その基本的構想は1946
年のバイユー演説において既に示されていたものだった
（15）
。
　執行権の強化と議会権力の相対化という二つの次元において表れた制憲者
意思には概ね 4 つの具体的方法が対応する。即ち、第三・第四共和制におい
ては全き象徴的存在であった共和国大統領に対して実権を付与するという大
統領権限の強化、議会のみならず実権を付与された共和国大統領から正統性
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を調達して統治する首相・政府、人民投票制による一定の直接民主制の導
入、これらが執行権の強化の具体的方法論として採用された。憲法院の設置
による違憲審査制の導入は議会権力の相対化の具体的方法論に当たると云え
よう。ドゴール将軍の極めて強力なイニシアチブの下に形成された　しばし
ば「ドゴールの身の丈に合わせた」と語られる　統治制度は、彼が就くこと
になった権力の座、すなわち共和国大統領という地位において、畢竟性格づ
けられることになる。第五共和制は共和国大統領を「主役」に据える体制
として用意された。そして、この様な体制は「責任」ある体制であり、「権
力」ある体制であった。そこでは「責任」と「権力」は共和国大統領の一身
において合一し、互いを強化し合う。権力と責任とが連鎖する限り、第五共
和制は「強力さと民主制を国家の頂点で結びつける
（16）
」体制にして「政府の強
力さと安定性
（17）
」を備えた体制と云い得る。
　権力と責任とが連鎖するという見地からすれば、共和国大統領が如何なる
権限の行使について責任を負うか、という問題は無答責という憲法上の名目
にも関わらず、特別の重要性を持つ。1958年憲法第19条によれば、共和国大
統領は、①首相および政府構成員の任命（第 8 条 1 項）、②人民投票への付
託、及び人民発案（第11条）、③国民議会の解散と総選挙（第12条）、④非常
事態措置権、⑤教書（第18条）、⑥憲法違反の条項を含む国際協約の批准・
承認手続き（第54条）、⑦憲法院の構成（第56条）、⑧法律の合憲性審査（第
61条）、という 8 事項に関して、首相、関係大臣の副署を伴うことなしに権
限行使が可能である。したがって、この 8 事項に関する責任は共和国大統領
に一身専属的に帰する。これらの「権力」は極めて強力なものである。そし
て、そこでの責任が強力であることの含意として、ここに列挙された権限の
行使に、行使主体たる共和国大統領が自らの政治生命をかけなければならな
い、というのが制憲者の意図であり、それは制憲者自身によって、1969年に
憲法第11条を発動することへの責任という形で発現された
（18）
。ここで、共和国
大統領無答責という名目は、あくまでも名目に過ぎないということが示され
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たのである。
　政治的慣行も、権限と責任の連関を明確化する形で形成された。「共和国
大統領に留保された領域　domaine reservé」である。シャバン＝デルマス
が1959年の UNR 大会で提唱し、以降定着した慣行によれば、政治的決定は
二つの領域、すなわち一つは共和国大統領に留保された領域としての、アル
ジェリア、サハラ、共同体、外交、国防問題、いま一つは首相に留保された
領域としての内閣と議会の権限事項　共和国大統領に留保されたもの以外の
領域　によって構成されることとなった。既に半世紀に渡り概ね踏襲されて
きているこの「留保された領域」の慣行は、その導入当初の意図がどうあ
れ
（19）
、共和国大統領の権限領域を区画したことによって、権限の明確化　責任
の明確化の方向への一定以上の寄与を為したと評価することが出来ると思わ
れる。
　副署を要する共和国大統領の権限の行使、「法文が沈黙している大統領の
権限
（20）
」に関してはどの様に解釈されるべきかは一つの問題である。しかし、
モーリス・デュヴェルジェによれば、権限と責任とを共和国大統領に帰する
という体制の基本的公理が確認されている。すなわち、共和国大統領の権限
について、「大統領に帰属するすべての権限は、たとえその行使に大臣の副
署を伴う場合であっても、大統領が自ら行使する権限であるとみなされなけ
ればならない。名義人としての大統領という議院内閣制的概念は、憲法が明
文で用いないかぎり完全に放棄されなければならないのである
（21）
。」という訳
である。デュヴェルジェが前提とするのは、第五共和制と七月王政下の所謂
オルレアン型議院内閣制との対比である。この対比の所以は、一つには、第
五共和制の共和国大統領に付与された権限がルイ・フィリップに付与されて
いた権限を想起させるようなものであったこと、いま一つには第五共和制憲
法が地方名士に重きを置き、それが制限選挙によって地方名士に相当の重み
を与えていた七月王政下の体制を想起させるようなものであったこと、とい
う二点にある
（22）
。尤も、これらの特徴は、とりわけ1958年憲法当初に確立され
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た体制に関わるものであった。憲法制定の 4 年後の改正が大統領直接公選制
を採用したことにより、古典的なオルレアン型議院内閣制的性格には大きな
修正が加えられ、現代的な合理化された議院内閣制、つまり執行権のチャン
ピオンとしての共和国大統領までの民主主義への移行が決定的となる。この
民主制の徹底によって、デュヴェルジェの先言が導き出される訳である。一
般的解釈指針めいたこの言を敷衍してデュヴェルジェは述べる。
　「1958年以前には、大統領に名目的に付与されていた権限は、憲法が異な
る判断を示さないかぎり、現実には政府によって行使されることになってい
た。このことは議院内閣制の性質に由来していた。1962年の憲法改正は憲法
のこの解釈原理を逆転させる。実際、この改正は先行する議院内閣制の中に
大統領制的要素を導入し、その結果それを半ば大統領制的な混合体制へと変
形するのである。したがって、議院内閣制的原理にのみ従って憲法を解釈す
る根拠はもはや存在しない。そうではなくて、全く別の方法で大統領の権限
を解釈する決定的な根拠が存在する。装飾的な機関を設置するために普通選
挙を持ち出すはずがない。国民によって選出される者に付与された権限は、
憲法が何等明示しないかぎり、当然現実的な権限であり、名目的な権限では
ないであろう。以後、大統領の権限を名目的な権限とみなすためには、そう
であることを憲法が明示していなければならない。1962年以前には、法文が
沈黙している場合、大統領の権限は議院内閣制の枠組みに従って名目的なも
のであると結論された。逆に、1962年以後は、人民による選挙を根拠に現実
的なものであると結論される
（23）
。」
　それ故、1962年改正によって導入された1958年憲法の二元的議院内閣制の
「現代的要素」　「共和国大統領の強化された民主的正統性」が、権限と責
任との連鎖において重要な要素として機能していると解釈できる。つまり、
同じく執行権を担当する首相や政府よりも、遥かに大きな民主的正統性を有
する　そもそも首相の権力の正統性の契機は共和国大統領の指名にある　共
和国大統領は、その正統性の直接的な淵源である人民に対して、権限の行使
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について直接に責任を負う立場に、憲法上置かれているということになる、
と考えられる。1962年以来の第五共和制がオルレアン型議院内閣制との類似
性を窺わせる二元代表型の統治機構を保持しながら、オルレアン型議院内閣
制と決別する点は、まさに、共和国大統領の主権者への責任にある。憲法第
68条に規定された「特別の手続きによって行われる譴責動議
（24）
」の発動によっ
て、また、国民議会と共和国大統領との対立に対する人民の審判が下った後
で、共和国大統領が「やむを得ず辞職する」ことで、第五共和制憲法におけ
る責任の機構が現実に作動する。そこでは、共和国大統領の民主的性格と、
責任とが確認できるのである
（25）
。
　したがって、毀誉褒貶相半ばする1962年改正であるが、それは第五共和
制憲法における責任機構にとって本質的に必要とされていた。1958年憲法
の「内的一貫性を損なっていた不正常な点をなくすことによって、その論理
において体制を確認することになるのである。普通選挙によって選ばれる国
民議会に対して責任を負う大統領が制限選挙によって選ばれていたのは、実
に異常なことであった
（26）
。」と評される様に、共和国大統領直接公選制は、「無
責任原則をほぼ完全に解消することが目的であった
（27）
」。直接公選制の実現に
よって、共和国大統領の責任は、その窮極的追及主体であるところの国民に
よる審判との間に全き円環を構成した。オリヴィエ・ボーが評する通りであ
る。
　「まさに、人民の審判こそ大統領と国民議会の「一致」「調和」を再確立す
るのである。憲法の技術的観点からみると、実際、 3 つの制度がその実現を
可能にする。すなわち、第 1 に、人民への訴えと考えられ、サンクションを
受けるべき解散、第 2 に、現職の大統領が出馬する場合の大統領選挙、第 3
に、大統領が、自らの権限に基づいて、国民に対し信任問題を提起すること
を決定した場合のレフェレンダムである
（28）
。」
　これらの制度は、大統領直接公選制という、強力な政治にとっての権力基
盤たる制度との間に立って、権力と責任の循環機構を形成していた。後に政
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治責任不在の体制と批判される第五共和制であるが、最高の執行権者に関す
る政治責任の制度的基盤が不在であった訳ではなく、寧ろ相当に充実したも
のがあったのである。
　事実、ドゴールがその強権的な政治手法に伴わせた政治責任は、1969年の
レフェレンダムにおける敗北が彼に齎した結果から示唆される通り、実効的
なものであった。その限りにおいて、彼の言説の端々に現れる強力な権力へ
の飽くなき指向と責任の重大さの強調は、空疎なものとは言い難い。周知の
通り、ゴーリスムにとって、対外的側面における自立主義・フランス大国主
義と、対内側面における統制経済とは基本的パターンである
（29）
。現状の維持・
管理としての政治ではなく、国家の基本的な在り様、国家の形をダイナミッ
クに選び取っていく行動主義を指向した以上、ゴーリスムの政治は強力な指
導者の存在を前提とする。しかし、それが専制に陥らない様、政治運営の基
本的にして具体的な方法として、政治生活の重要な節目節目におけるレフェ
レンダムの実施が選び取られたのである。フランスの国家としての在り様、
正にフランスの国の形を問う様なきわめて重大な機会において、フランス国
民は自らの態度表明の機会を与えられたのである
（30）
。そして、これらレフェレ
ンダムが指導者に対する空疎な賛辞を意味するだけでなく、1969年に一つの
モナルコマキを構成した点において、ゴーリスムの政治は一個の完成された
責任政治の範を見せた。民意から直接正統性を調達出来るレフェレンダムを
政治制度の要諦とし、レフェレンダムを以て権力と責任の結節点としたドゴ
ールの政治運営は、強力な政治を展開するのに必要な権力を実際に生み出
し、しかも権力主体の政治生命を奪う両刃の剣としての性格を遺憾なく発揮
した。つまり、第五共和制が確かにこれまでのフランスの共和政体とは異な
るものだ、ということを実証して見せたのである。権力者に生命を与え、し
かも同時に生命を奪い得る政治責任原理は、正にドゴールの哲学から直接に
導き出されたものであったから、ゴーリスト的政治責任という呼称に値する
と言えよう。
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　確かに、ドゴールによる政治運営に対して、その手法の強引さを以て、
「ドゴールによる政治は、独裁政治であった」という全称判断を下すことは
それとしてありえなくはない。とはいえ、「責任」と「権力」とが一本のラ
インで結ばれた「強い政治」を実現する、という第五共和制の制憲者意思を
殆ど空文化させた後代の第五共和制の実態を批判的に観察するのであれば、
ドゴールによる政治運営を「独裁政治」という全称命題を以て無条件に批判
するのも、余りも一面的過ぎる態度である。従って、第五共和制の制憲者意
思とドゴールによる政治運営とを批判的に総括するのであれば、その強権的
性格や個別具体的な独裁的政治手法への批判に留まらない別の方法に拠る必
要がある。そして果たして、ゴーリスト的政治責任の原理は当初から完全な
責任原理であったかというと、必ずしもそうとは言えないのである。そこに
は重大な問題も存在していた。
　ゴーリスト的政治責任の原理の最大の問題点は、それが形成され、運用さ
れる過程において、「権力統制」という問題が少しく自覚されなかった点に
ある。これはゴーリスト的政治責任が実際に権力統制の効果を発揮した事実
とは矛盾しない。この責任原理は、何よりも強力な政治権力を「生み出す」
ために構想されたのであり、強力な政治権力を「統制」するために構想され
たのではなかった。ゴーリスト的政治責任が、責任主体にとっての自殺的効
果を持つものであったにせよ、この責任の原理は必ずしもかかる効果を「目
的として」構想されていたわけではない
（31）
。1969年の辞職において極めて明快
な形で窮極的な権力統制作用を作動させる潔さを見せたにしても、フランス
国民が自らを支持しない筈がない、という極度の自負心がドゴールの心中に
あったからこそゴーリスト的政治責任は形成されたのである。ドゴールにと
って、「責任」は必ずしも権力統制の原理として受け取られていた訳ではな
く、彼にとっては飽くまでも「全権」と同義の存在であった。ゴーリスト的
責任の原理においては、従って、責任のすべての契機において、責任主体の
イニシアチブが最重要視される。責任とは、自らの政治権力・政治生命の源
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泉である。それが自らにとって道を開くものであっても、道を閉ざすもので
あっても、自らが主体的に選び取ったものであるという厳然たる事実を、責
任の主体は受け容れるのである。この様な理想型を持つゴーリスト的責任
は、誰か他者から押し付けられる性質のものではなかった。制度の本来的作
動が、パーソナルな要素に俟つ情況がある。
　強力な政治権力と、強力なサンクションとを、二つながら実現したという
点において、ゴーリスト的政治責任は自らの功績を誇れよう。しかし、紙に
書かれた制度はゴーリスト的責任という「精神」を完全に表現し得るもので
はない。ゴーリスト的責任の核心は、共和国大統領のイニシアチブに在った
のであり、その限りで、本質的に不文の性質を持つものであった。ゴーリス
ト的責任は完全な形で制度化することが出来ない論理であった。不完全な形
でゴーリスト的責任を制度化せざるを得なかった第五共和制は、その核心的
原理の欠如が体制の担い手たちにおいて表面化するにつれ、極めて逆説的な
情況を招来することとなった。この核心的な原理とは、「責任」という概念
に自らの出処進退の全てを賭けるという優れて精神的な責任主体の態度であ
り、ドゴールその人において端的に示されたものであった。そしてこの原理
はゴーリスト的責任の原動機であり、それなくして責任とその制度は動くこ
とを得ないのである。
第 2 章　政治責任原理の廃用と刑事責任原理への転換
　第 1 節　「強い責任」の廃用
　強力な責任の体系たることを期待された第五共和制という体制は、如何な
る変容の下、無責任の体系化と評されることとなったのか。既に述べた様
に、第五共和制とその憲法という「制度」が構築された時点で、将来の無責
任政治は多分に用意されていた、と観るのが妥当と思われる。しばしば用い
られる「ドゴールの身の丈に合わせた」体制という表現は、第五共和制とい
うシステムは、ドゴールの様な余りにも特異な人物にしか御せない特異なも
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のだ、という含意を持つ限りにおいて体制の将来を示唆する
（32）
。
　しかし、望ましい体制運用とそうでないものの存在は、制度に問題が伏在
しているか否かとは別の問題とも、いちおう云い得る。そして、体制運用の
評価の尺度として制憲者意思、体制構想における企図といったものが重要な
地位を占めるのも事実である。制憲者意思に背く体制運用、体制の基本的性
格を捻じ曲げる体制運用、これらを直截に批判するオリヴィエ・ボーの立場
が存在する。「われわれの仮定によれば、第 5 共和制において、大統領権力
を責任と結びつけるだけでなく憲法争議を人民によって判定させた体制の均
衡をドゴール将軍の後継者たちが破壊した瞬間から、政治責任は、権力の
『調整』機能ないし『構造化』機能を喪失した
（33）
。」
　ボーは、ドゴールの後に続く為政者たちが「直接民主制または半直接民主
制のメカニズムをためらって使わないこと」に現在の政治的無責任の根源が
あると断じた上で、この種の責任追及の回避傾向が、第五共和制の体制を
「新貴族制的」な方向へと転換させ、「フランスの政治エリートに固有の『代
表的』反応」を呼び起こしたと指摘する
（34）
。これら「新貴族制的」な「フラン
スの政治エリートに固有の『代表的』反応」という評価に値するものとして
ボーが指摘する現象は、次の三つのものである
（35）
。
　第一の現象。それはレフェレンダムの量的・質的二側面における衰退であ
る。前者の側面に関して、レフェレンダムの回数がドゴール以降、顕著に減
少しているという事実が存在する。現在に至るまでに10回を記録しているレ
ファレンドムの実施には時期的な偏差が存在しており、10回の実施の内の最
初のもの
（36）
を除いても、残る 9 回の内、最も集中的に 4 回実施された1960年代
以降は、70年代
（37）
、80年代
（38）
、90年代
（39）
、2000年代
（40）
とも些か散発的との感が否めな
い。後者の側面に関して言えば、レフェレンダムの衰退とは、ドゴール後の
共和国大統領が、レフェレンダムに対して自らの出処進退を結びつけない旨
のプレ・コミットメントを行ってきた
（41）
、という点に象徴される。
　第二の現象。この現象については2008年の憲法改正によって既に制度的基
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盤が克服されたものであるが、無論、保革共存（コアビタシヨン）である。
保革共存という現象は、それ自体に於いて共和国大統領の政治的無責任を体
現している政治運用である。何故なら、これは「大統領が議会選挙における
大統領与党の敗北から何も結論を引き出さないことと解釈される
（42）
」からであ
る。第五共和制を主導する「原理」からすれば　取りも直さず「責任」とい
う観点を重視する視座からすれば、体制の正統的な運用として肯定的に評価
されることはない。「保革共存は、執行府二頭制を創り出すことによって、
第 5 共和制の定礎者の精神に重大な侵害を与えていると考えることもでき
る
（43）
」のである。保革共存時の国政運営の実際的問題は、共和国大統領と首相
と云う、執行権力の二巨頭の、各々の活動領域如何を巡って顕在化する。慣
習的な「留保された領域」理論が保革共存時にあっては機能しないことも、
重大な事例を以て実証された
（44）
。同ドクトリンは飽くまでも有力な慣行に過ぎ
ず、国政運営に当たっての真正の制度的基盤ではない。保革共存は、ある一
定の政策領域に対して「大統領と首相の考えが食い違う場合、どちらが決定
するのかという問題を未解決のままにしている
（45）
」点で、国政をマヒ状態に陥
れる、フランス第五共和制の深刻な病理であった。保革共存に対する総決算
は、2008年憲法改正による共和国大統領の任期短縮を以て、制度的基盤から
同現象を清算するというものであった。結局、保革共存は、以下の二点によ
って第五共和制の指導原理に反した体制の逸脱であった、という否定的総括
を免れ得ない。第一に、「外交・欧州政策のような共有事項に関して大統領
と首相が共同決定者であるという点を除けば、首相が主任決定者となる」と
いう現象から、大統領中心主義的主導原理を有する第五共和制に「転倒した
二頭制」という著しい逸脱状況を作りだしたという点。第二に、体制の主導
原理に対する、より重大な毀損として、「責任の不明確化
（46）
」、いわば「責任の
不透明化
（47）
」が挙げられる。ボーの観察に従えば、保革共存期フランスの政治
生活における重大な問題として、例えば欧州政策などの一定の政策領域に関
して、政策の実行とそれへの帰責との同定が困難だったと云う点が、問題と
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されるのである。政策の決定、そして政策の実行への責任、この二者の間の
紐帯が途切れ、誰をサンクションすべきかが判然としないのである。
　第三の現象。これは1997年 4 月にシラク大統領によって行われ、大統領与
党の敗北に至った国民議会の解散である。この解散は、第五共和制下で初め
て、解散による大統領与党の政治的敗北が共和国大統領に何等の影響を及ぼ
さなかった　シラク大統領はその後も大統領の座に留まった　点で政治的無
責任に関する極めて重要な先例である。この事件は、第五共和制と云う体制
が、その体制原理である1958年憲法が採用した論理に、真っ向から背反する
ものであった。共和国大統領個人に対する、国民からの直接的な不信任表明
ではないものの、直近の民意表明に対する共和国大統領の対応としては、政
治的無責任の範疇に分類されるものと云えよう。
　以上の 3 点の「政治的無責任」の現象は、ボーによれば将軍の遺産への後
の為政者による破壊行為として評されている。したがって、ミッテラン、シ
ラクと云ったドゴール以降の為政者は、ボーによれば、第五共和制と政治責
任の「破壊者」と云う全称判断を受けるに値するのである。
　しかし、既に見た様に、内乱寸前の危機と云う極めて特殊な状況下で、し
かもドゴールと云う極めて特殊な指導者の強力なイニシアチブによって作ら
れた第五共和制の政治制度については、それが如何なる状況下でも運用可能
な制度であるか否か、当初よりかなり疑わしいものとされていた。そして、
ドゴール以外にこの制度を本来の形で運用できた政治家が存在しなかったの
は事実である
（48）
。特定の人物以外には運用不可能な制度は、制度として完成さ
れたものとは言い難い。第五共和制がドゴール以降、責任と権力の恒常的な
弱体化という常態に陥ってしまったことの原因を個々の共和国大統領、政権
担当者に求めることは容易である。しかし、問題の本質は第五共和制と云う
制度、そしてそこでの政治責任の論理それ自体に内在している。
　極めて情況依存的な制度の存在と、強いリーダーシップを欠く指導者の欠
如とが相俟ったとき、現実政治に帰結するのは政治責任の弱体化と政治的退
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嬰主義である。しかし、現実政治の日程に上がる幾つかの主題を見る限り、
政治の営みが単なる国家社会の管理に還元される様な情況は未だ存在してい
ない。大きな責任を伴わざるを得ない強力な権力による政治運営が要請され
る状況は、ドゴールの時代と比べても大きく変わってはいない。そして、最
早　そして暫くは　十全に機能することが期し難い「政治責任」という原理
に対して見限る傾向が現れ、何か別の仕方で責任原理を働かせようという傾
向が生じるのは想像に難くない。政治責任原理に替えて刑事責任原理を権力
統制の責任原理として用いようとする試みの萌芽、これこそがフランス政治
生活における新傾向である。これは、フランス政治生活における強力な政治
権力＝責任主体の不在と、それに対する主権者のルサンチマンとを体現する
現象なのである。
　第 2 節　「汚染血液事件」と1993年憲法改正　いわゆる「責任の刑事化」
　　　　　の動向
　レフェレンダムが質量ともに衰退する傾向は、主権者国民の側から見れ
ば、国政の在り様を終局的に決するものとしての自らの主権行使の契機を大
幅に失うことを意味する。その様な情況下、政治的退嬰主義の蔓延とは関係
なく多発する様々な政治スキャンダルは、無責任情況下での第五共和制政治
生活を性格付けた。比較的近年におけるシラク氏を巡るパリ市架空雇用事
件、ド・ヴィルパン氏を巡るクリアストリーム事件を始めとして、フランス
政界における金権スキャンダルは慢性化の観を呈している。また、コルシカ
独立運動に絡む90年代後半の「パイヨット事件」など、金権スキャンダルに
留まらない重大事件も発生し、その度に政権を揺るがせてきた。
　1980年代の「汚染血液事件」は、憲法改正までも招来した最大のスキャン
ダルと云えよう。そして、この事件は、慢性的な政治責任の機能不全に陥っ
ていたフランス政治生活において、刑事責任原理への構造転換を決定付けた
転換点となった。
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　汚染血液事件
（49）
は、80年代の世界的な悲劇とも云える薬害エイズ事件であ
る。現に保有する非加熱血液製剤がエイズウイルスに汚染されている事が確
実視されていながら、輸入に頼らざるを得ない加熱済み血液製剤への切り替
えを、国内製品の保護と云う観点から見送ったフランス厚生行政によって、
同事件は、現代国家における厚生行政の構造的問題を曝け出した。
　隅々に至る迄国家の統制の下で運用されるフランスの輸血制度の下で、汚
染血液事件当時、フランス国内で製造されるあらゆる血液製剤は、「国立中
央輸血センター」（Centre national de transfusion sanguine）の血漿分画
プールから作られていた。この血漿プールにエイズ汚染血液が混入すること
は、フランス製の血液製剤の総てに危険が及ぶことを意味する。しかし、国
立中央輸血センター幹部は、血漿プール汚染の事実、輸血がエイズウイルス
の主要な感染経路の一つとなり得る疫学上の事実、国内の血友病患者の多
くに既に HIV 抗体についての陽性反応が出ている事実、これらを知りなが
ら、意図的に国産非加熱製剤の流通を継続させる為の措置を取った。フラ
ンス厚生行政全体がこれに追随し、非加熱血液製剤の流通阻止、引いては
HIV 感染者増加の防止に対して、何等の効果的手段も取られなかった。
　「汚染血液事件」がフランス社会に与えた影響は多方面において甚大であ
った。しかし、本稿の関心に従えば、この事件によって第五共和制における
執行権者の責任原理が如何なる影響を被ったかを推し量ることが重要であ
る。汚染血液事件と第五共和制政治生活との連関を「責任」という視角から
注目するオリヴィエ・ボーによれば、次の二点が重要であるとされる。
　第一点。フランス血液行政の方針決定に第一義的・直接的な形で関与する
下級機関の公務員・医師のみならず（彼らの内のある一定の人々について
は、本件に関して取られた一連の措置に関する危険性の認識は明らかなも
のである）、血液行政がその中のごく一部として含まれるところの、広大な
「フランス厚生行政」の遥か上級機関の担当者、否、最上級機関の担当者で
あるところの、事件発生当時の首相まで含む閣僚 3 名が高等院に起訴され、
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続いて1993年憲法改正によって新設された、閣僚の刑事責任追及機関である
「共和国法院」に改めて起訴された、という事実である。この事実は、本事
件において、国民代表、なかでも執行権者の責任　従来、所謂「政治責任」
として把握されてきた　の本質に関する変化が現れたということを意味す
る。本事件の特殊な意義は、「我々の歴史上初めて、首相を含む三名の閣僚
が、国家反逆罪についてではなく、軍事的敗北についてでもなく、或いはま
た汚職についてでもなく、政策について法廷で責任を取る立場に立たされて
いる
（50）
」ところにある。高等院への三名の付託に際して、国民議会決議で示さ
れた起訴事由は、フランス刑法典第63条の「危機にある者への救助の懈怠」
である。純然たる刑事犯罪である。しかし、国民議会決議によって刑法典第
63条の構成要件に該当すると評価された「行為」それ自体は、溺れている者
を見殺しにする様な具体性をもったものではなく、「ある特定時点における
内外の医学知識や医療水準、社会事象等の多様な不確定要素を算入しつつ広
汎な裁量を伴って行われることになるのは不可避
（51）
」である医療行政、そこで
の一連の政策決定行為に他ならない。如何に重大な被害が発生したとはい
え、厚生行政の最上部に位置する執行権者の政策決定の在り方を「行為」概
念と云う刑事法論理のコロラリーとして把握するアプローチが「望ましい憲
法政治
（52）
」の在り方であるか否か、大きな論争が呼び起こされても不思議では
ない。
　第二点。本汚染血液事件の結果として為されたことが明白な
（53）
、1993年 7 月
27日の憲法改正である。これは第一点とも係わるが、政策形成に係わる執行
権者の責任が政治的論理から刑事的・裁判的論理へと変換された一連の現象
が、一つの社会的見世物としての一過性の現象ではなく、より高次の次元に
属することを意味する。1993年 7 月27日憲法改正は、「政府構成員の刑事責
任について」と題する第10章を新たに設けることを以て、「責任の刑事化」
というモーメントが現代フランスの政治生活を性格付ける一側面であること
を、憲法規範の次元で承認した。
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　もとより、特殊政治的な問題行為　専ら政治家によってしか行われ得ない
問題行為　の総てが、「法による裁き」を免れてきた訳ではない。例えば、
典型的には汚職　これは謂わゆる「身分犯」である　を想起すれば足りる。
しかし、政策形成と、その結果生じた全国家的災厄に対する責任へのサンク
ションとして、議会や選挙人団を統制主体とする民主的統制に代わって、刑
事―裁判的統制が登場した事実は、窮極の民主的統制としてのレフェレンダ
ムを責任に対する第一のサンクションとして考えていたゴーリスト的な責任
政治と比較するとき、その径庭は極めて大きい。さて、執行権者の「責任」
を巡る現実政治のドラスティックな動態に対して、フランス公法学は、如何
なる理論的対応を取ったのであろうか。
第 3 章　近年の公法学による争点化
　政治責任の形骸化、そして汚染血液事件以降に生じた責任原理の転換とい
う第五共和制の展開の中で、とりわけ1990年代以来、フランス公法学では、
「執行権者の責任」という問題が、一つの争点となった。憲法学・公法学に
おいて、行政・国家賠償責任とは別個の文脈において執行権者の、政治的色
彩を帯びた「責任」の問題は、かなり古くから存在する
（54）
。しかし、近年にお
いて特に責任理論に深くコミットメントしている公法学者、オリヴィエ・ボ
ーによれば、議論は僅少であったとされている。彼によれば、第五共和制を
分析する際の切り口としての「責任」という問題は、「特殊なプリズム」で
あり、「憲法学の文献上長いあいだ無視され、こんにち執行権者の刑事責任
という現実問題の圧力によって再び重要になっている」ものだと評価される
のである
（55）
。
　汚染血液事件における責任論理の一大変化によって誘発され、展開した、
フランス公法学における責任論には多くの論者がコミットメントしている。
ここでは、さしあたって、ミシェル・ドゴフ、オリヴィエ・ボー、そしてフ
ィリップ・セギュールの三者を取り上げたい。そこでは、執行権者の責任に
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関する「政治的」サンクション指向型のアプローチと「刑事的」サンクショ
ン指向型のアプローチとの対比が見られる。また、「政治責任」という概念
の定式化の試みが見られる。情況は我が国とは異なるが、我が国の憲法学に
おいて「責任」という概念に如何に向き合っていくかが問題とされるのであ
れば、議論がよく展開されているフランス公法学から示唆されるものは多大
であろう。
　第 1 節　ミシェル・ドゴフによる刑事化肯定論
　「責任の刑事化」の動向は、フランス公法学壇から、概ね一様に警戒の目
で見られている。その中で、1993年憲法改正の精神に対して強い賛意を表す
論者の代表格が、ミシェル・ドゴフである。
　ドゴフは、執行権者の責任の追及は、何らかの特別法・何らかの特別の論
理の下に行われるべきではなく、一般法の論理に従って行われなければなら
ないとする。そして、1993年憲法改正に対しては、閣僚の責任追及を「より
一層一般法に近づけた」として評価し、改正前には上下両院に専属していた
高等院への提訴権を全ての個人に対して解放した点、濫訴の弊害を取り除く
ための「効率的なフィルター」としての調査委員会の設置などの配慮がなさ
れている点にも触れ、近年の動向を肯定する
（56）
。従来、いわゆる「政治責任」
として理解されてきたものとしての執行権者の責任は、裁判的統制を前提と
せず、議会によるサンクションに服する点において、法的（刑事的・民事
的）責任と異なる特質があった。その様な特質を有するものとしての執行権
者責任を対蹠的論理によって処理することにつき全面的に肯定する以上、ド
ゴフは自らの所論の論理的背景を強調することとなる。
　第一の論理として、ドゴフは「法の下の平等」を謂う
（57）
。全ての市民が法の
下に平等である、というフランス革命の指導原理を否定しない限り、閣僚が
職務に際して行った過失を刑事的に追及されるのは不自然ではない、という
発想である。閣僚の政策形成に関する責任が法廷でサンクションされてきた
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経緯が不在であるにしても、それは飽くまでも慣例に過ぎず、閣僚の政策形
成に関わる責任を一般法上のサンクションに服させることを明文で禁止した
立法は存在しない、とする。
　第二に、執行権者の責任を、あいまいな「政治責任」という形で把握する
「殆ど原理化された前提理解」に対して、疑問が呈される
（58）
。それは政策形成
や政策遂行の過程で犯された執行権者の過失を「構造的欠陥」として捉える
ことであり、責任の所在を「集合体の匿名性」の中に紛れ込ませてしまう。
これは閣僚に対する不当な免責に繋がるのであり、妥当でない、というのが
ドゴフの主張である。
　第三点として、ドゴフは、政治責任論理が執行権者の責任「追及」の論理
としてはもとより極めて制約されている旨、強調する
（59）
。政治責任は、政治的
な動機に従ってのみ追及の機会を得るものであり、サンクションの実効性を
常に保証するものではもとよりない。更に、追及される主体が連立政権であ
る場合、また政権交代が後に生じた場合などを考えると、実効性は期し難く
なる。「辞職をもって制裁とする」責任として政治責任を把握するのであれ
ば、当該人物が職位を離れている場合、政治責任の論理は空疎である。議会
の調査権を追及手段として捉えたところで格段の意義はない。議会を追及主
体とし、議会の権能を追及手段と解する政治責任論理は、刑事責任と比して
「不十分」なものである　これが政治責任に対するドゴフの評価である。
　以上のような理由で、ドゴフは1993年憲法改正の方向性を評価し、政治責
任の論理を刑事責任の論理に置換していく方向性を支持する。そして、汚染
血液事件というスキャンダルから生じた1993年憲法改正、すなわち責任論理
の刑事的制度化が世論の圧倒的な支持によって行われたことを重視し、「憲
法制定権力によって明確に欲された」この動向を、公法学は自覚すべきであ
るとする
（60）
。すなわち、1993年憲法改正を経てもなお、閣僚の刑事責任が一般
法論理に対して「いまだ不十分な形でしか従っていない」状況を改善するこ
とが学説にとって急務とされるとするのである。
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　第 2 節　オリヴィエ・ボーによる政治責任論理の主張
　汚染血液事件における「政治責任」の前代未聞の処理、そしてその影響の
中での1993年憲法改正について、とりわけ批判的な論者がオリヴィエ・ボー
である。彼によれば、上述の動向は「政治に関する事案を刑事的規範の下に
包含せしめる」傾向であり、それは「憲法の後退」である
（61）
。しかも、このよ
うな傾向は「法を、全体的に浸食している」もので、「社会全体の刑事化を
危惧する者からも批判されている」現象であるとして、事態の重大性を強調
する
（62）
。そして、1993年憲法改正は、単なる技術的なものではなく、「政治責
任の便利な代用品として閣僚の責任を一般法上のものに変換」し「閣僚の政
治責任が要点であるところの憲法にとって重大な影響を必然的に帯びること
になる」ものと指摘する
（63）
。そして、近年の動向が責任の原理それ自体につい
ての検討ではなく、むしろ責任の実効化のための方式しか検討していない点
を強調する
（64）
。
　ボーの行論は、先ず、彼が「刑事化」推進論の一つで、「極めて示唆的な
モノグラフィー
（65）
」として位置付ける、ディエス・ピカソの所論を素材としな
がら展開される。ピカソは「統治権者の中で違法行為を犯したものをサンク
ションするのは適当か、もしそうであるなら、統治権者の刑事責任のあり
かたは、他の市民におけるものと同様のものであるべきか
（66）
。」と問題提起し
たうえで、「立憲主義」の概念と「統治権者の犯罪」という二つの概念を用
いて論を展開する。ピカソの所謂「立憲主義」とは、「社会契約という視座
からすれば…統治者が格別に深刻な責務を有していると主張するのは誤って
いない。と云うのも、彼ら統治者は社会全体の道徳風土において格別の責任
を負っているからである。従って、立憲主義の全ての伝統は、統治者は刑事
的免責を享受できるという思想そのものを、原則的に峻拒する。民主主義的
な法治国家を実効的に確立した国家であれば、その統治者の刑事免責を宣言
した如何なる歴史的例証も持たない
（67）
。」とされている。「全ての市民の法の下
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の平等は、閣僚もまた、共通の刑事法の下に服するということを意味する」
ものである、と強調するピカソの所論にあっては、統治主体と統治客体との
間での法による異なった取扱いは、維持され得ない。また、ピカソの創案に
なる「統治権者の犯罪」という独自の概念は、形式的には一般法上の犯罪類
型に該当しつつも、他の一般法上の犯罪類型とは明らかに異なった性格を持
ち、単なる政治上の不手際にも留まらない、一定の領域を指し示す概念とし
て、ボーによって注目されている。即ち、特殊政治的な身分犯類型である。
ボーによるピカソ理論の紹介によれば、「統治権者の犯罪」とは、「公権力の
作用に関して直接的な影響を及ぼす違法行為」とされ、具体的には「一方で
は背任、汚職、公金横領の様な古典的な違法行為に該当する軽罪を含み、他
方では基本権への重大な侵害を引き起こす軽罪（例えば盗聴、公的実力行為
の違法な行使 usage illégitime de violence publique）を含む」行為類型で
あり、「政治的に格別の重大性を帯びた違法行為」である
（68）
。そして、この様
な「統治権者の犯罪」類型に該当する行為は、政治的色彩を不可避的に帯び
てはいるものの、形式としては「西欧における大半の法律によってサンクシ
ョンを受けている一般法上の犯罪」である
（69）
。つまり、その行為主体に関して
は、国家元首や閣僚、国民代表と云った「統治権者」を想定する特殊な性格
があるが、行為自体は個人の故意、過誤を前提とするものであり、刑事法上
の罪質決定に適合する。この点で、政策決定とその不適切さから生じた被害
を「統治権者の犯罪」概念で把握することは基本的には想定されていない。
「立憲主義」に基づいた刑事的アプローチへの「憲法学的に見て当然の問題
提起」、そして「責任という概念への、ある特別の犯罪類型（すなわち「統
治権者の犯罪」）の接合」は、ピカソによる理論的「功績」であるとボーは
評価する。何故なら、ピカソという刑事化推進論者による分析枠組みの提示
によって、統治権者の「責任」概念と、その「責任」のサンクションの方途
を巡る議論を深化させることが可能となり、ボーを始めとする刑事化「反
対」論者からの「法の支配（rule of law）の意味で理解されている立憲主
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義に拘ることは、どうすれば可能か。統治権者の責任と法の下の平等とを同
時に維持し、しかも汚染血液事件における処理を再考に付す様な形での法の
支配の諸原則に拘るためにはどうすればよいか」という問題提起を呼び起こ
すからである
（70）
。「立憲主義」の視角からすれば、刑事化反対のアプローチを
指向することは極めてポレミックである。何故なら「歴史的に見れば、立憲
主義と云うものは恣意を除去し、統治権者の無答責を統治権者の責任に置き
換えようとする意図から生じたものである。そうである以上、閣僚の免罪に
対してたたかうことを目的とする今次の改革を批判しようとすることは、
我々がアナクロニックな仕方で、無答責の原則と絶対的権力を擁護している
のだと、人をして信じさせるかもしれない」からである
（71）
。しかし、ボーによ
れば、様々に理解されうる「立憲主義」という概念を、ピカソとは異なった
形で把握することで、この様な「誤解」を解くことが可能である。
　「立憲主義の論理とは、根本的には、職務に際した閣僚の行為については
政治責任を刑事責任に優位させるところに本質を有する。…刑事責任は統治
権者の犯罪の相当のケースにとって、例外的なものに留まる。立憲主義の技
術は、その職務に際した閣僚の責任の二類型の間でのある種の均衡を得るこ
とに成功しており、斯かる均衡とは、責任の斯かる二類型の原則である。そ
して、刑事責任は例外であるという概念にもまた、基づいている。実際、立
憲主義体制の歴史において、閣僚は先ず第一に、刑事責任よりも柔軟性のあ
ることを特質とする政治責任に服するのが伝統である。」フランス近現代史
が証明するように、この「伝統」は「壊れやすい
（72）
」。しかし、その様な中で
も近年の動向は、「政治責任の領域を司法の場へと移す」傾向として特別の
意義を有している。そうした上で、ボーは、最近の「刑事化」動向を批判す
る。政策形成を理由として閣僚 3 名が「軽罪」或いは「重罪」を犯したとし
て告発された事実は、「これら閣僚の一人ないし数人がフォートを犯したか
否かを検討するのであれば、それはただ政治責任と云う間接的手段に拠るの
みである」はずであるから、批判の対象となる
（73）
。告発された 3 名の中に首相
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が含まれることから分かるように、首相以下閣僚グループが一体となって発
案・形成・遂行する政策に関する事柄は、執行権固有の権限領域に属するも
のであり、固有の責任に服する。憲法が想定するそれら責任に対するサンク
ションは、専ら議院内閣制という機構の中での討議的プロセスに拠らねばな
らず、そこでの責任は専ら連帯的なもの、構造的なものとして、柔軟な形で
検討される。責任が個人的な次元で問題とされ、「有罪」か「無罪」かを二
者択一の形で決定されるような論理は妥当しない。政策の形成とその結果に
対する責任を、上級部門にまで遡って個人的・法的に問題とする今日の傾向
は、確かに「ある種のラディカルな斬新さ」を持つ。しかし、政策形成とい
う構造的問題を検討するにあたって「一方では政治責任を棚上げし、他方で
は『統治権者の犯罪』という特異性に依拠する訳でもない」動向は、「政治
責任を、刑事　犯罪的責任の祭壇に生贄として捧げるもの」に他ならない
（74）
。
　以上のボーの所論は、責任を巡る問題を大きく「体と用」に分かつとすれ
ば、主として「体」に関するものである。すなわち、責任概念それ自体、謂
わば責任の要件に関するものであった。これに対して責任の「用」、すなわ
ち責任内容に関する問題についても、近年の動向に関して検討がなされてい
る。ボーによる命題は全く簡潔なものであり、汚染血液事件へのアプローチ
として、高等院という裁判的処理の仕方が適切だったのか、という問いかけ
である。
　ボーは、この命題の前提として高等院を「政治司法」の範疇に含めてい
る。「政治司法」という概念は、次の様に捉えられている。即ち「政治司法
は『政治的目的のための司法手続き（即ち訴訟手続）の使用』と云う意味合
いで通常用いられている。別言すれば、政治司法と云う手続は裁判作用を政
治的手段の一つとして加えることにより、政治的行動の幅を拡大する行為と
云える。個人的にであれ連帯的にであれ、ある行為を裁判官による裁きに服
させることにおいて特徴的である。この様な形で裁判を利用する者は、自ら
の盤石な立場を強化し、政敵を弱体化させることを企図している。」と
（75）
。こ
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の様な政治司法は、その運用に際して、政治的な目的を裁判と云う外皮によ
って覆い隠す現実隠蔽の効果を不可避的に生じさせる、とボーは指摘する。
政治司法の運用は政治的ヘゲモニーの布置によって左右される。従って、
「裁判」は単なる形式であり、デュー・プロセスの尊重と客観的真実究明の
追求は、必ずしも実現され得ない。1993年憲法改正は、高等院を共和国法院
へと改組することによって、従来の政治司法に一層強い司法の論理を注入し
た。これは政治司法の手続きをより一層真正の司法手続に近付けることを意
味する。しかし、共和国法院であれ高等院であれ、これらの法廷が政治的性
格を本質とすることには何ら変わりがない。「政治司法が法治国家という基
準との関係で評価されるとしたら、そしてこの基準が欧州人権規約第6条に
おいて、そして『公正な手続き』に関する欧州人権裁判所の法解釈において
形成された基準であるとしたら、我々の政治司法は、通常司法の基本原理を
侵害するものと判断されなければなるまい」と、ボーは批判する
（76）
。結果とし
て共和国法院は「司法」には成り切れていない。一方では「真正の司法」を
目指しながら達成することができず、他方では政治司法としての目的　三人
の閣僚へのサンクションの実施　も達成することができなかったのである。
　政治司法は、政治と云う営みを裁判的形式の枠内で処理することを指向す
る限り、不可能な企てである。単なる個人の行為から生じたのではなく、そ
れ以上の国家行政機構の「不適切な構造」から生じたのやもしれない問題を
処理するために必要なアプローチ、それは個人的な責任の追及である筈がな
かった。「…憲法学的な見地からすれば、汚染血液事件が第五共和制の諸制
度の最大の機能不全を露呈させたのは明らかである。別言すれば、汚染血液
事件の真の憲法学的争点は、一省、及び各省間の構造が作用し、形成される
態様に関するものである」とボーは考えるのである
（77）
。
　そして、ボーにとっては、責任の「刑事化」を批判することは責任追及を
相対化させることではない。何故なら、ボーは、執行権者に対するサンクシ
ョンは「刑事化」という弥縫策に頼るのではなく、議会政治の再活性化、政
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治責任論理の再活性化に拠るべきだと断言するからである。実定法の次元に
おいては、確かに1993年の改正によって1958年憲法は「政治責任」の論理
と「刑事責任」の論理とを　後者を些か強調する形で　並置している。しか
し、この事実だけを以て、第五共和制憲法が斯かる責任の二原理を等価のも
のとして扱っていると観てはならず、ましてや刑事責任の論理を本筋とし、
執行権に対する民主的統制の一般方針としていると即断してはならない、と
ボーは強調する。1958年憲法にその第20条、第49条が置かれている以上、代
表民主制と議院内閣制とが第五共和制の根本的な制度的基盤であることは明
白であり
（78）
、「憲法の体系的解釈」に従えば、連帯責任を基本とする政治責任
論理に対して個人責任を基本とする刑事責任論理が優越する、或いは拮抗す
ると考えることは不可能である。従って、新たに導入された68- 1 条という
規定は、1958年憲法における責任論理の核心部分に変更を齎すものではな
く、政治責任の論理に関する第20条の特殊な「例外」を規定するものに過ぎ
ないと解釈しなければならないのである。
　ドゴフの所論にあっては、1993年の改正によって1958年憲法と第五共和制
の政治生活は、その責任原理に根本的な修正を被り、実定法の次元では政治
責任原理と刑事責任原理が対置されることになったとされる。現在的民意は
後者の論理を最大化させる正当化根拠であった。ボーの所論は、ドゴフの所
論に対して極めて対照的である。第五共和制が代表制、議会制民主主義とい
う枠組みの中に留まる限り、そこでの憲法も斯かる枠組みを規定するものに
外ならない。そうしてみれば、第20条と第68- 1 条は、同じ地位を享受する
ことは無い。何故なら、前者が第五共和制の枠組みにとっての本質を規定す
る条項であるのに対して、後者はそれに当たらないからである。
　第 3 節　フィリップ・セギュールによる批判的な責任理論
　「政治責任」概念及びその論理についてのフィリップ・セギュールの所論
は特に検討に値する
（79）
。近来のフランス公法学における政治責任論の活況は同
596　早稲田法学会誌第66巻 1 号（2015） フランス第五共和制における「政治責任」概念とその変容（三上）　5967
国の公法学諸雑誌を見れば瞭然であるが、「政治責任とは何か」と云う端的
な問題意識を、概念の定式化と基準定立に結び付けている点で、彼の所論は
独自の地歩を占める。その所論では「政治責任とは、統治権者の行動に対し
て価値付与を為す一個の法的メカニズムである
（80）
」と一般的に述べた上で、
「政治責任概念の基本的特質」と「政治責任概念の基準定立」と云う二つの
アプローチに従って検討が為される。
　第一に、政治責任概念の基本的特質とは何か、が問題とされる。ある種の
曖昧性が指摘されてきた政治責任について、「議院内閣制」と「代表制」と
いう、民主制の二大原理との関係から基本的特質が探求されなければならな
い。そこでの政治責任は何らかの「制度」として現れる。単なる法的一概念
に留まらない、政治責任の現象形態を以てセギュールは、政治責任の「制度
上の組織化」と表現する
（81）
。先ず「歴史的
（82）
」なものとしての政治責任の制度上
の組織化は、議院内閣制という枠組みの中で生じた。イギリス憲政史におい
て形成された議院内閣制が、諸機関の相互依存と相互独立の均衡を維持する
結節点として「責任」を運用した経緯が想起されなければならない。しか
し、政治責任と議院内閣制、そして政治責任と権力分立とが互いに密接に連
関するとしても、「実際は、政治責任はそれらに本質的な形では接合してい
ない」と指摘される
（83）
。これらの連関性における政治責任、つまり「伝統的
な」ものとしての政治責任　それは専ら「閣僚責任」という形を取る　は、
彼にとっては「副次的」である
（84）
。彼は「実際には、政治責任は議院内閣制の
問題に限定されはしない。何故なら政治責任が議院内閣制の概念との間で維
持している関係は、議院内閣制の理解を大きく超えているからである」とさ
え指摘する
（85）
。必然的に彼の問題関心は、代表制との関わりに力点を置くこと
になる。
　セギュールは、政治責任が代表制との間に有する関係を「自明のもの」と
評価し、議院内閣制との間に有する「副次的」なそれと異なり、「真正」の
関係であるとする
（86）
。代表制を通じて構築される統治構造は、「個人主義的な
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断片」としての諸個人を「連続的に並置することに基づく、一体性のフィク
ショナルな再構築」であるから、「国民意思と政府の行為の内に見出される
意思との同一性を「定期的に確認すること」が必要である
（87）
。そして「政治
責任に関する憲法上の機構は、この同一性の確認を可能とする
（88）
」。政治責任
は、代表制との間に有する関係から、必然的に「国家の内に顕現する最高権
力にとって必要な、代表者意思と政府行為の統合の原理」、すなわち「国民
の代表者の意思に反する政府行為は存在せず、政府行為は代表者意思の忠実
な反映であり、政府行為は代表者意思と正しく厳密に等しい」という命題に
基礎を置くことになる
（89）
。しかし実際の政治生活は自律的な政府意思の存在を
示して余りある。そして正に、政治責任概念の淵源がこの地点にあることを
彼は指摘する。一方における政府意思と国民意思との同一性の原理的要請、
他方における自律的な政府意思の存在、この二者がすれ違う点、「これこそ
まさに政治責任のメカニズムが存在する理由なのである。…信任を以てして
であれ不信任を以てしてであれ、政治責任のメカニズムは、（政府意思と国
民意思との）同一性の要請を再活性化しようとするものなのである
（90）
。」この
様な、民主的同一性における乖離の事実から、彼は政治責任の基本的特質を
見出す。かかる特質は、以下の 3 点にある。
　第一に、政治責任は政治的フォートとは同一の概念ではない、という点で
ある。既述の様に、セギュールは政治責任発生の淵源を執行権者の意思と国
民意思との乖離、或いは国民代表の意思として表明される国民意思との乖離
に求める。つまり「代表者と政府との間で視点の違いがあれば十分なのであ
る
（91）
。」。政治責任の発動にとって政治的フォート、謂わば失政は要件ではな
い。この様な要件は「法的に見れば…付随的であり、その内容は関心とする
に足らない
（92）
。」
　第二に、政治責任に対するサンクションは間接的なものではありえない、
という点である。セギュールは、第五共和制下の国民議会が、政府に対する
不信任動議を採択することによって、間接的に共和国大統領の政策に対する
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否認を示してきた傾向を指摘するが、「しかし、国家元首が、政府の転覆に
よって間接的にサンクションされることを認めようとする、この様な理は、
受け容れがたい
（93）
」とする。彼は、政治責任が個人的では無く連帯的な性質を
持つ責任、つまり「他者の行為に基づく責任」であるとし、「政府は、その
構成員（たるところの閣僚）、そしてその各構成員の権限下にある高級官僚
の行為と選択とに対して、政府全体として応答しなければならない」とす
る。しかし、「にもかかわらず、この様な集合的な責任は政府を国家元首に
結びつけることはできない、何故ならば、政府が国民議会に対して責任を負
うからと言っても、それは法的な意味で、国家元首の『代わりに』責任を負
っている訳ではないからである」と述べるのである
（94）
。
　第三に、政治責任は事後的に問題とされるものではない、と云う点であ
る。「汚染血液事件」に典型的に見られる点であるが、政策形成と技術的・
科学的問題の結合がすぐれて現代的な問題である。斯かる情況では、責任事
実の発覚が当事者の任期後に生じる場合も多い。この場合における政治責任
の問題が指摘されていると前提した上で、セギュールは「政治責任は現在的
にしか存在し得ず、事後的には存在しない。…つまり、政府と国民意思の不
一致が存在しているときにしか存在しない。」と断言する
（95）
。民主的「同一性
の乖離」情況にこそ政治責任の淵源を求める行論の必然的帰結である。事後
的な政治責任追及の企図、例えば既に職を辞した閣僚を政界から追放すべく
企図することは「…目的論的な形で、政治責任をそこから生み出されること
が望まれる効果によって定義するということに帰着する。これでは政治責任
を理論的に基礎づけることと、政治責任の現実適用の効率性という意欲の問
題とを、不当に同一視することとなる。そこでは、政治責任と云うものが、
その精髄においては、統治者と国民意思の同一性の関係を導く必要に基づく
という事が忘却されている
（96）
。」と極めて否定的に評されるのである。
　如上の「基本的特質」の検討に加えて「基準の定立」が試みられる。行論
は「政治責任の主体」「政治責任へのサンクション」「政治責任の運用」の 3
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つの次元で為される。
　第一に「政治責任の主体」に関して。政治責任は、窮極的には「国民意
思」に対して負われる。しかし、「国民意思」という概念は「憲法学におけ
る古典的にして曖昧な定式
（97）
」とも評価される概念であり、結局は「世論」と
いう形で理解される
（98）
。政治責任の主体となる組織についての基準を検討する
際に意識されるべきなのが、斯かる「世論」との関係である。「世論」が妥
当する関係は拡大も収縮もするものであり
（99）
、その妥当する範囲の広狭に応じ
て、政治責任の主体には様々なヴァリエイションが存在する。共和国大統
領、首相、閣僚といった執行権者（民主的ルートにより選出された代表者）
のみならず、官僚が含まれることになる。更には市町村、県、州に地方分権
化された執行権もまた含み得るし、より進めば従来の狭義の国家領域を超え
た領域（例えば欧州連合）をも含み得るものとして想定される
（100）
。政治責任の
実行に係る手続は、責任主体の変化に応じて、憲法　法律　条約という形で
異なる。この様な形で政治責任の主体　手続のヴァリエイションを想定する
ことは、政治責任と云う概念を議院内閣制と云う枠内で捉える場合には不可
能である
（101）
。
　第二に、「政治責任へのサンクション」に関する基準が検討される。厳密
には、「責任」とそれに対する「サンクション」とは別個の概念であるが、
政治責任を論じる際、「サンクション」は重要な論点である。この点を強調
し、「政治責任」という曖昧な概念は、「罷免」の概念と混同されてきたこ
と、しかしながら「責任」概念の本体は、具体的な次元における運用の技術
とは同一ではない、とセギュールは強調する。そして、彼は政治責任の主体
に関する基準と、サンクションに関する基準とを分けることで政治責任の概
念の「輪郭を明確化し得る可能性がある」と述べる
（102）
。政治責任の倫理的性格
を極端に強調するのならば格別、「責任」が公的地位にあって政策を遂行す
る者に対する一定の「評価のメカニズム」を意味する以上、このメカニズム
に結び付いたサンクションは必然的に要請される。「サンクション」という
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概念を、「制裁」という意味で捉える仕方は必ずしも適当ではないと彼は示
唆する。例えば議院内閣制と云う枠組みにおける責任の実施は「倒閣」とい
う形で現れ得るが、「倒閣」のみが責任の実行であると理解するのは適当で
はない
（103）
。政治状況や問題とされた責任の内容によって、「サンクション」の
意味は異なる。この「評価のメカニズム」という概念は価値中立であり、
「信任」という評価がなされれば積極的・肯定的な評価、「不信任」という評
価がなされれば消極的・否定的な評価がそれぞれ下されたことになる
（104）
。確か
に後者の場合にあって責任の「サンクション」は責任主体への「制裁」を意
味するが、積極的・肯定的な評価が下された場合にあっては、国民代表によ
って再構成された国民意思と、統治権者によって具現化された国民意思との
符号が再確認される、という帰結になる
（105）
。セギュールの謂う政治責任は、政
治を実在する民意に近付けていく為の技術であり、その様な技術は懲罰或い
は制裁としてはモデル化され得ない。
　なお、責任の評価というメカニズムに関して「情報公開的統制」と「サン
クションによる統制」の結合を示唆されることがあり得る、とセギュールは
指摘する
（106）
。「情報公開的統制」の含意する所は次のようなものである。すな
わち、現在或いは過去の政府行為について、議会に十分な情報を与えて通暁
させることを目的として、つまり究極的には国民意思が納得のいくように自
己形成することを可能にすることを目的として、あらゆる種類の議員質問、
委員会活動、場合に応じては政府に対する義務的な情報公開を確保するこ
と、である
（107）
。政府行為に対する究極的な統制主体である国民意思の成立条件
の一つとして「情報公開的統制」は捉えられるのである
（108）
。そして、このよう
な「情報公開的統制」を前提として想定される統制の第二局面が「サンクシ
ョンによる統制」である。
　しかし、このようなアプローチは不明確性を免れないものとして、彼は退
ける。彼の視座からすれば、政治責任は飽くまでも「サンクションによる統
制」にしか関わらない。情報公開はそれ自体としては、飽くまでも責任の実
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施、責任に対するサンクションの重要な前提条件の一つとして存在するにす
ぎないのであり、それはサンクションの本体を構成するものではない。サン
クションによる統制の実効化が難しいとはいえ、法的に厳密な枠から外れた
ところに広がる情報公開的統制の領域に政治責任の議論を移していくこと
は、論点・難点をずらすことでしかない
（109）
。「政治責任」に隣接するものとし
て「情報公開」を位置付けていくうえでは、「説明責任」と云う概念が想起
されようが、この「説明責任」は「政治責任」よりも一層の曖昧性を免れな
い。政治責任であれば（それが唯一の方法ではないにしても）、例えば「罷
免」「辞職」という明確なメルクマールが存在するが、説明責任においては
存在しない。超・法的
（110）
な「情報公開的統制」を政治責任の一要素として捉え
る言説が政治責任への「サンクション」として考えているものは「社会学的
な性質」のものであり、「悪しき大臣」「公衆の糾弾」という概念に基づく、
「人民による非難」である
（111）
。もしも議員が、或いは司直が、サンクションを
言い渡さないのであれば、責に任じられた統治権者らを懲罰するのは、結局
「選挙人」いうことになるのである。このような見方は「法理」というより
は「正義」乃至は「道徳」である。不明確故に濫用され易い「説明責任」と
いう概念は公法学の領域では維持され得ない、と彼は断じるのである。
　第三に、「政治責任の運用」に際しての幾つかの基準が要請される。
　セギュールによれば、政治責任の運用に当たって第一に要請される基準
は、政治責任が「他律的に」発動されることである。政治責任は、責任主体
とは別の主体から問われなければならない
（112）
。責任主体から為された何らかの
問題提起は、凡そ政治責任の発動とは言えない、と彼は観る。この指摘は、
1958年憲法において規定された政府による信任問題
（113）
についての批判的見解と
して提示される。勿論、信任問題は、法文上は、政府の政治責任が問われる
場面が、決定的な形で規定されている。しかし、この規定が持つ任意性は、
首相に主導された政府の「自戒　auto-sanction」を意味するものであり、
「自戒」として規定された政治責任は、責任と云う語が持つ一種の義務的感
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覚とは裏腹に、むしろ一層の権力・正統性の付与と云う逆説的な結果を齎
す
（114）
。第49条の斯かる性質は、議会主義 parlementarisme の清算として1958
年憲法が成立した時点で既にその帰結が示されていたとも言えようが、その
後半世紀の憲法運用において、経験的に確立された。第49条は責任主体に不
利な形で運用されることは無い。第49条は政治責任をイデオロギー化する規
定に他ならないということになる。
　第二に要請される基準として、責任へのサンクションに際しては「意思が
明確に表示されなければならない」というものがある。肯定、または否定の
形での意思表示が明確になされたことが、サンクションがなされたことを同
定する基準となる。評価がなされたのか否かが不明確であであるが故に、政
治責任に関する「次の選挙で落とせばよい」という見方、或いは、共和国大
統領の様な直接公選の国民代表は勿論のこと、公選の代表者であれば、権力
　正統性を普通選挙から得る以上、新たな選挙への立候補に際しては何らか
の釈明が為されることになるという見方は不適当である。「選挙」は政治責
任実施のメカニズムとしては全く不適当であり、政治責任実施の必要不可欠
な要素、「明確な意思表示としての評価」に数え入れることはできない。何
故ならば、選挙は、その性質自体において非常に多義的であり、その意義を
「選挙とは政治責任を問う手段である」と云う形で一般化することは困難だ
からである
（115）
。確かに、任期を満了した共和国大統領、或いは解散後失職した
国民議会議員にとって、新たに行われる選挙は、自らの前任期中の活動に対
する国民からの総括を意味するであろうから、選挙と云うプロセスが政治責
任に対する一定の評価に当たるのは確かである。しかし、政治責任に対する
評価は選挙と云う広大無辺なプロセスの一部分を構成するのみであり、選挙
結果が政治責任に対する評価と等価であるとすることは不可能である。殆ど
の国政選挙は複数の対立候補者の間での競争となるからであり、候補者は、
有権者の反応に応じて自らの言動を変化させ、時として候補者間での様々な
政治的駆け引きすら行う。選挙と云うプロセスは、有権者にとって「二人或
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いは二人以上の複数の候補者を比べての選択、いくつもの政策プログラム、
いくつもの政策方針、いくつもの人物像を比べての選択
（116）
」という営みに他な
らない。何らかのシングル・イッシューのものとしては進行せず、将来に向
けてのプルーラル・イッシューについて様々に候補者の主張が闘わされる、
この選挙と云う政治プロセスにおいて、必然的に過去の事項に属する政治責
任についての評価が、唯一の争点となることは想定できない。「想定し得る
あらゆる場合において、選挙人団の選択と云うものは明確な形で動機づけら
れたものではない」し、「政治的サンクションへの構成的価値付与を明確に
行うものでもない」のである
（117）
。選挙を通じた政治責任へのサンクションを否
定するセギュールにとって、真正のサンクションを構成するものは、結局の
ところ議院における不信任動議である。彼によれば「不信任動議を構成する
手続きにおいては、それぞれの段階が、全く明確な意味を帯びている。不信
任動議の提出は、その文面において不信任の理由が示されていようとなかろ
うと、一個の明確な不信任の表明である。これは憲法によって不信任動議に
対して与えられた意味を斟酌することによって導き出される、不信任動議の
本質そのものである。憲法はこの意味付けについて何等の曖昧さもなく示し
ているのである
（118）
。」。議院における不信任動議は、それ自体として政治的な現
象に過ぎず、一般的な性格規定に馴染む純粋な概念ではない。この点におい
ては総選挙の結果に何ら劣後するところはない
（119）
。しかし、この様な形での不
信任動議の性格づけは、セギュールが法解釈の前提として採用している「価
値付与行為は、その形式そのものにおいて、表現されるものである
（120）
」という
命題を条件として成立している。議院内閣制という一個の明確な枠組みの中
で不信任動議に制度的に与えられている任務から、その現実局面における複
雑な生成過程とは全く別の位相の問題として、不信任動議を政治責任の実行
と解すべきである、と云う主張である。
　そして、政治責任に対するサンクションは罷免という形でなされなければ
ならない
（121）
。責任の構成要件として政治責任に属しながら、それに対するサン
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クションが刑事責任に対するものであるとしたら、そのような運用の在り方
は否定される。フランスにおける閣僚責任の黎明期、大革命期のジャコバン
派による過酷な政治的責任追及の在り方は、その後のフランス公法学にとっ
て、ある種の精神的外傷となっている
（122）
。それ故、近年の世論の昂揚とは裏腹
に、公法学においては、政治責任に対するサンクションは、積極的なもので
はなく、消極的なものでなくてはならないという見方が有力である
（123）
。この消
極的サンクションとは、時期を早めて行われた契約解消、つまり「罷免」
である。そして、セギュールによれば、「意思の明確な表示」と云う要請か
ら、明確な不信任の表明に対しての「義務的な辞職」が制度として要請され
るのである。何故なら、この局面において明確に示された政治責任喚問の意
思表示が強制力を持たないならば、他の考え得る如何なる手段においても凡
そ政治責任の実施は考えられないからである。大統領辞職後の新大統領選、
下院解散後の総選挙、これらは、既述したところに従えば、何ら有為な手段
ではない。辞職した大統領が新大統領選で敗北したとしても、その敗北を以
て「罷免」乃至「政治責任の完遂」と評価し得る理由は、厳密には何等存在
しない。任期が再度延長されないということが意味するのは、飽くまでも、
職務に関する「通常の契約更新がなされなかったということ」以外の何物で
もないからである
（124）
。同じことは下院の選挙或いはレフェレンダムの場合につ
いても同様であり、共和国大統領はこれらの場合における敗北を、自らの行
動に対する総括として釈明するのを拒否し得る。共和国大統領の政治責任の
実施手続として憲法が採用している制度が、共和国大統領の全き裁量の存在
によって、選挙における結果が「罷免」と結びつくことを難しくしているの
である
（125）
。事情は首相　内閣についても同様であり、首相が不信任決議に対す
る対抗手段として共和国大統領の解散権限を援用できる限り、責任の実施は
「民意を問う」選挙と云う不明確性の中に還元されざるを得ない。従って、
下院による不信任案可決に対する政府の対抗手段である「下院の解散」及び
共和国大統領の政治責任に関する自由裁量的性格は、政治責任の実施にとっ
604　早稲田法学会誌第66巻 1 号（2015） フランス第五共和制における「政治責任」概念とその変容（三上）　6045
て大きな障害となる。既述した「他律的な発動」と「意思の明確な表示」の
要請の下での政治責任の実行に際しては、議院内閣制における議会と政府と
の均衡を突き破ることが要請されなければならず、その限りで、かつてのフ
ランスが生み出した議会制類型である「国民公会」制に意義が見出されるの
である。
　上述したセギュールの政治責任理解を小括すれば、「政治責任」と云う概
念は、「統治権者の行動に対して価値付与を為す一個の法的メカニズム」で
あり、かかる法的メカニズムの端緒は、執行権と国民代表との間での意思の
乖離に求められる。政治責任に対するサンクションは国民代表を主体とする
ものであり、「辞職を以て制裁となす」ものとして把握されている。そこで
重要な点は、政治責任が代表民主制の維持のために不可欠の装置として、あ
るいはその限りでのみ捉えられるところにある。
跋
　第五共和制はフランスの共和政体として既に半世紀を超え、第三共和制の
70年という記録に迫ろうとしている。しかし、既述した通り、半世紀の歴史
は、こと執行権者の責任と云う視角からすると、非常に大きな動揺と変転を
経験したものであった。従って、第五共和制の像と云うもの、或いはあるべ
き第五共和制像というものは、観察者の視角によって大きく異なり得るもの
である。更に、執行権者の責任という問題意識を以て、そこから何物かを学
びとろうとする日本の観察者にとって、それは容易ならざる事柄である。市
民革命の国であるフランスとのコントラストを自覚するとき、日本において
政治責任を論じることの困難さが痛感されるのである。
　必ずしもフランス第五共和制との比較検討と云う形で自覚的に検討された
訳ではないが、この種の問題に最も自覚的であった先達が、杉原泰雄ではな
いかと思われる。彼の問題意識において、政治責任を我が国で論じる際の
最大の問題が、先ず以て「市民革命の不在」であり、「従属国家情況」であ
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り、「国家独占資本主義情況」であった
（126）
。これらの情況における具体的与件
として議員定数の不均衡の維持、小選挙区制における得票率と議席率の不均
衡、政治資金規正法の「厳格な」運用、諸々の利益団体を活動単位とする選
挙運動などが存在していた。為政者に対する窮極的な責任追及主体であるべ
き国民が、政治における主体性を喪失している情況、政治における主体性を
発揮し得ない問題情況がそこに在るという限りでは、杉原の情勢認識は今日
的意義を失っていない、と観るべきだろう。日本国憲法の制定と云う疑似的
な市民革命によっていちおうは「近代的な『公権力』の観念を論理的には確
実に帰結する国民主権の原理
（127）
」が採択された。しかし、戦後日本の発展が
「安保体制」を軸とする対外的な従属と私的独占体に対する従属との抱き合
わせであったが故に、憲法と云う法文上の次元とは別の現実政治において公
権力の観念が確立することはなく、従って政治責任という観念が実質を持つ
ことは無かった。沖縄県における基地移設問題、或いは環太平洋パートナー
シップ（TPP）協定交渉における主権者の疎外の情況は、杉原の指摘の今
日的意義を示すごく一部の例でしかない。これらに加えて、保守党政権下で
の事実上の一党支配の構造が戦後基本的には一貫してきたのであり
（128）
、2009年
から2012年の間の例外的経験を考慮しても、 なお今日にも妥当すると見るべ
きである。
　以上の様な日本の問題情況は、第五共和制の下で、「永遠の泥沼」から抜
け出し民意による政権選択を、すなわち政治責任の実効的作動を、一時とは
言え実現したフランスにおける情況とは大きく異なる。市民革命の存否とも
係わって、「自らを救う権能は、自ずから、自らを滅ぼす権能を含む。ここ
に自由の恐るべき偉大さがある
（129）
」と高唱し得る情況とそうではない情況との
径庭は大きい。後者の情況に属する我が国において、執行権者の政治責任を
国民の政治的自由と並列させた上で、その「恐るべき偉大さ」を強調するこ
とは、却って国民不在の「恐るべき専制」を肯定することに繋がり得るので
あり、この危険性はやはり軽視することは出来ない。この危険を直視する限
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りにおいて、本稿は、政治責任概念をその権力的契機との関係を念頭に置い
た上で強化する様な結論を軽々に指向することはできない。寧ろ、フランス
の政治生活と公法学の議論が我が国に示唆する、政治責任という概念、引い
ては「責任追及」という問題の危険性を強調して論を結びたいのである。
　フランスの情況において提起された大きな問題点は、概ね次の二点に在る
と云える。
　第一に、政治責任という論理に内在する問題として、責任と権力の連関の
問題である。云うまでもなく、責任には権力的契機と制裁　統制的契機があ
り、正常な責任の運用とは両契機の均衡の上に成り立っている。大統領と議
会多数派とが「いっそう積極的に、いっそう活動的に、人民意思と合致しな
がら統治しなければならない…両者とも、議院内閣制において大臣が議会の
信任によって拘束されるのと同様に、人民の信頼に拘束される。活動の統一
性は、このように両者が人民に従属することによって担保される
（130）
」と観たカ
ピタンにおいては、ドゴールと云うパーソナリティが唯一無二のカリスマ性
を持っていることへの自覚とは別に、無論、政治責任の権力的契機と制裁　
統制的契機はそれとして自覚されていたであろう。しかし、ピエール・アヴ
リルが「責任は、従属とは正反対の意味である。…責任は、政府が自らの政
策を維持し、擁護する権利と義務を意味し、自らの政策が議会によって支持
されないことになれば、その政策を変更することよりも寧ろ権力の座を去
る権利と義務とを意味する
（131）
。」と語る様に、後者の局面における「責任」の
「義務」としての性格を、「法的」に組織することに未だ成功し得ない点にお
いて、特に国民主権の制度下における政治責任の問題性がある
（132）
。政治責任の
「任意的性格」とも呼びうるであろうこの問題は、ドゴールの下では適切に
処理されたが、彼の後継者の時代に至って顕在化したのであった。
　第二に、執行権者の「責任」をどの様に構成するか、という基本的観方の
問題がある。汚染血液事件以来、「政治的」論理か「刑事的」論理か、と云
う形でたたかわされた責任論は、表面的には現実政治に与えるインパクトの
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強大と云う観点から戦術的に捉えられた問題であった。しかし、より根本的
次元では、この問題は、責任を「構造」として捉えるか「行為」として捉え
るか、或いは、責任追及を「討議」を通じて構成するか「裁判」を通じて構
成するか、という基本的対立の構造に本質があったと云える。この対立は、
政治責任の「不明確性」というエスマン以来の問題
（133）
が、近年に至って急激な
形で問題化され、その解消が試みられたものとも云えよう。確かに、政治責
任の論理に比べれば、責任の対象となる事実を「行為」として評価し、責任
主体を「個人」として追及する点において、刑事責任の論理はすぐれて明快
なものであり、執行権者の責任を可視化させたと云い得る。また、早晩復権
することが見込まれる政治的人物の辞職に比べて、刑事的な制裁を科すこと
は、執行権者へのサンクションとしては　ある種の強いスティグマ付与の効
果とともに　確かに強力な効果を持つものとも云えよう。ドゴフはこの点に
着目し、従来の政治責任は執行権者の責任を「集合体の匿名性」に紛れ込ま
せる不当な免責のシステムである、と見た上で、刑事的な責任追及を法によ
る平等な取り扱いの点からも、サンクションの実効性の点からも高く評価し
たのであった。また、不明確性と云う根本的性質に対するジレンマは、刑事
責任原理への乗り換えを躊躇する立場においてもまた顕著であり、政治責任
を明確な形で定式化しようとするセギュールの理論などはその典型例であ
る。執行権者の責任を政治的論理から刑事的論理へと移し替えることは峻拒
しつつも、「明確性」への強迫観念に憑かれたとも云える徹底した基準化、
定式化の行論は、「刑事化」という現実情況に直面したフランス公法学にお
ける焦燥感を象徴するものとの印象さえ受ける。論者によって問題の把握は
一様ではなく、刑事化肯定論と刑事化批判論という類別化もやや図式的で
はあるが、執行権者の責任について「刑事」的論理を強調するにせよ、「政
治」的論理を強調するにせよ、最大の問題は「責任」という概念の「明確
性」を巡る立場の相違にあると云える。
　如上の二つの基本的問題において示される「政治責任」概念の危険性、そ
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して「責任追及」という問題の危険性は、以下の点で日本にも示唆を与えて
いる。
　第一に、「政治責任」概念における両契機の存在と任意性の問題である。
1958年憲法第67条、68条における共和国大統領の無答責原則は、ドゴール的
解釈においては、その権威と正統性を直接民意から導いている事の一帰結と
して捉えられようが、ボーによれば、ドゴール的なダイナミックな権力　責
任の連関が失われて以来、その地位に在る者の「便利な隠れ蓑
（134）
」になってい
ると評される。「強い責任」のコロラリーであった責任の任意性が、却って
責任の論理を疎外している情況がある。無論、基本的な政治制度、政治構造
が異なる日本とは軽々に比較すべきではない。しかし、直接民意から正統性
を得ている訳ではないにせよ、野党勢力が分裂して政権与党の一強他弱の構
造が固定化しつつある情況下、首相の「最高責任者」としての性格が、その
職位に在る者自身によって強調される日本の情況は、フランスと同様、政治
責任が制裁　統制的契機を欠落させたまま機能する不正常な事態を招来する
恐れが多々ある、と指摘できよう。第五共和制の共和国大統領による政治責
任の運用は、責任の両契機を最もデフォルメして映し出したことにより、政
治責任概念が孕む普遍的な問題を顕在化させている。日仏問わず共通してい
るそこでの問題は、政治責任が専ら執行権者個人の問題として捉えられてい
ることであり、責任が責任追及主体も巻き込んだ、追及と応答のプロセスと
して自覚されていないことにある。この点については、必ずしもフランス公
法学においても自覚的ではないところであり、政治責任を「任務的責任、応
答的責任、説明的責任、被裁的責任」の四段階の循環構造として捉える我が
国の「四段階責任論」の憲法的意義の解明
（135）
が待たれなくてはならない。
　第二に、執行権者の政治責任における明確性の要請に関する基本的問題で
ある。
　先ず、明確性の要請を「刑事的（司法的）サンクション」という方途によ
って満足させようとする場合、そこでは民主的統制が司法的統制に取って代
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わられる事態が生じることになるが、しかし、議会制民主主義の基本構造が
この様な方途を許容するかは疑わしい。フランスの世論は1993年憲法改正に
対して極めて好意的であったが、民主制の進歩としてドゴフの所論が評する
事態は、ボーの所論によれば全く正反対の評価が与えられる。民主的正統性
の無い少数者による統制は、それが如何に効率的、実効的に見えたとして
も、それを以て民主的コントロールの進歩と呼ぶことは難しいであろう。ま
た、政治責任に明確性を求める余り、「説明責任」の概念を低く評価し、更
には「選挙によるサンクション」までも否定するセギュールの所論は、「明
確性の要請」というそれとしては正当な問題関心が、政治責任の概念の中で
逆説的に作用する例を提供している。彼の所論は確かに事実を鋭く衝くもの
であるが、極端な定式化への指向を、窮極的統制主体として国民の地位に優
先する論理を採る限りで、政治責任概念が持つ意義を著しく減殺する。
　なお、政治責任であれ刑事責任であれ、責任追及における明確性の追求は
責任追及の発動の容易さと常にトレードオフになる、というジレンマを強調
しなくてはならない。「普通人以下の状態に人を陥れることを意味する」刑
事責任の追及に際しては「その追及は実態的にも手続的にも厳しい制約」に
服させられている」のであり
（136）
、責任追及のハードルは「疑わしきは権力担当
者の不利益に
（137）
」という原則を持つ政治責任のそれよりも遥かに高くなるので
ある。そもそも、弾劾制度は政治的な事柄を個人的な形で問うという「明確
性」へのアプローチの歴史的限界性を象徴する制度であった
（138）
。政治責任を刑
事責任に変換する試みは非常に危うげな議論に外ならない。
　翻って我が国はこの種の「刑事化」の問題と無縁かと云えばそうではな
い。2009年 5 月に導入された検察審査会の強制起訴制度が極めて示唆的であ
る。検察官の「不当不起訴」に対して起訴することが可能な一方で、不当起
訴を不起訴に戻すことが想定されていないこの制度改正は「起訴・処罰ベク
トル
（139）
」を、検察という国家権力機関に付与した。そして、この様なベクトル
を正当化するために「民主的正統性の外装」が「専門合理性」に代わって用
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いられているのである
（140）
。フランスにおける「刑事化」という、謂わば無理筋
を押し通すために、ミシェル・ドゴフによって「主権者意思」が援用されて
いる事情との相似性が窺えよう。なお、小沢一郎氏に対する強制起訴の結末
が同氏の無罪判決で終わった事情は、三人の閣僚が無罪もしくは刑の免除と
云う結末で終わった汚染血液事件との相似性を窺わせる。フランスにおいて
も日本においても、「明確性」という責任の可視化を求めた結果として得ら
れたものは、ある種の「似非民主主義
（141）
」と云わざるを得ない。
　政治責任の実効的作動の条件を悉く欠く我が国においては、とりわけ執行
権者の口から語られる「責任」という言辞に主権者が警戒的であるべきなの
は云うまでもない。そこでの「責任」の意味内容が　既に見た様にその概念
の普遍的な問題性として、その多義性、両義性があるからこそ　、一体如何
なるものを指すのかが精査されるべきであろう。また、「政治的事実を刑事
法の下に考えよう
（142）
」という動向は、政治責任の実効性を失った喪失感から
も（フランス）、未だ手にし得ぬ実効的な責任追及制度確立への渇望からも
（日本）、何れからも生起し得る問題である。しかし、その様な動向の結末に
は、必ず「司法の論理を妨害しに」政治の論理が現れるということ
（143）
を、銘記
しておくべきであろう。
　筆者は、本稿において、我が国における政治責任の理論の現状に問題意識
を出発させながら、フランスにおける動向を検討することを専らとして終わ
った。本稿中において若干示唆したことではあるが、我が憲法学における議
論の寡少さは、我が国において見るべき議論が存在しないことを意味しな
い。我が国における政治責任理論の自覚的展開を、憲法学的な権力統制の見
地から試みることは、筆者の今後の課題に属することと云わなければならな
い。
（ 1 ）辻村みよ子「『政治責任』の論理と態様」法律時報62巻 6 号（1990年）64頁。
（ 2 ）上掲の辻村論文の他では、ロッキード疑獄に触発された杉原泰雄の議論が代表
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的であり、『国民代表の政治責任』（岩波書店、1977年）が特に注目されるべき所論
である。
（ 3 ）『岩波講座基本法学 5 ；責任』（岩波書店、1984年）は、私法上の責任と併せて
行政責任に関する議論を所収するが、「政治責任」は章を設けられておらず、憲法
学の論稿は所収されていない。この事情を「憲法解釈論としての四段階責任論と責
任追及制論の提唱」憲法理論研究会編『危機的状況と憲法』（敬文堂、2012年）に
おいて指摘するのが、近年における我が憲法学での責任の理論家、𠮷田栄司氏であ
る。
（ 4 ）足立忠夫、西尾勝らによって築かれた東大行政学の大きな成果である。足立忠
夫「責任論と行政学」辻清明編『行政学講座』（東京大学出版会、1976年）、西尾勝
『行政学の基礎概念』（東京大学出版会、1990年）など。
（ 5 ）Léon Duguit, L’Etat, le droit objectif et la loi positif, 1901, p.12.
（ 6 ）「政治責任」がそれとして主題化されず、議論が「国政調査権」論などの各論に
向かった事情は、現実情況の中で為政者への実効的サンクションを模索する我が憲
法学の一つの対応であったとも評価し得るのではないだろうか。
（ 7 ）後述する通り、フランスでは執行権者に対する責任追及を、政治的（議会によ
る統制）なものから刑事的（裁判による統制）なものに転換する傾向が見られる。
この事情は、検察審査会の変容と併せて考えるとき、必ずしも我が国と無縁ではな
いと思われる。改正検察審査会は、主として社会的影響力の大きな事件に関し、
「民意」を背景とする強制起訴を導入する。
（ 8 ）辻村みよ子・糠塚康江『フランス憲法入門』（三省堂、2012年）55頁。
（ 9 ）所謂「グレヴィ憲法」である。
（10）著しく分断された世論分布を持つフランス社会の在り様を「モザイク状」と評
したポール・バスティドの意見が参照されるべきである。Paul Bastid, Le régime 
Assemblée, Edition Cujas, 1956, p.357.
（11）「政治的信条としては左派に執着しているが、経済・財政政策では右派に位置し
ていた」急進党のアンビバレントな性格が、政権の大きな不安定要因となってい
た。辻村・糠塚、前掲書77頁。
（12）Nguyen Quoc Dihn, La loi constitutionnelle du 2 novembre 1945 portant 
organisation provisoire des pouvoirs publics, RDP, 1946, pp.81-82.
（13）第四共和制における執行権強化の試みは、何よりも「特別多数という形で自ら
が明確に信任した人物を失脚させることに対しては、国民議会はためらう様になる
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筈だ」という議会の権威を前提としたものであった。この点で、第五共和制におけ
る執行権強化が有権者団から直接正統性を調達することになった事情とは鋭い対比
を為す。Georges Vedel, Manuel élémentaire de droit constitutionnel, réédition 
présentée par Guy Carcassonne et Olivier Duhamel, Dalloz, 2002, pp.435-436.
（14）実際、「辞職」という決断は、当の政治家のキャリア形成において何等も意味す
るところは無かった。例えば、パナマ疑獄、スタヴィスキー事件と並んで、第三共
和制における最大級の政治スキャンダルである軍事スパイ疑惑「マルヴィ事件」で
渦中の人となったジャン＝ルイ・マルヴィは、1919年に高等院で有罪判決を受けた
後も1924年から1940年にかけて再び国民議会議員となり、1926年には第 9 次ブリア
ン内閣の内相となっている。これらの事情に関しては、拙著、三上佳佑「第三共和
制下高等院と『主権的権限』　フランスにおける責任追及の特殊政治的形態の観察
と検討　」早稲田法学会誌（85巻 1 号、2014年）を参照。
（15）バイユー演説に見られたドゴールの民主政構想に関して、参照、Charles de 
Gaulle, Mémoires, Gallimard, 2000, p.885.
（16）モーリス・デュヴェルジェ、『フランス憲法史』（時本義昭訳・みすず書房・
1995年）146頁。
（17）モーリス・デュヴェルジェ、前掲書146頁。
（18）ドゴールは、元老院制度改革と地域圏創設に関する1969年 4 月27日のレフェレ
ンダムにおいて敗れ、自発的に職を辞した。
（19）この論理の当初の意図は、共和国大統領の権限事項を限定することによって、
内閣と議会を掌握する新共和国連合の政治的主導性を確立することにあったと云え
る。尤も、この「留保された領域」論理に基づいた政治慣行は、後の保革共存期に
於いて、かなり相対化されることになる。
（20）モーリス・デュヴェルジェ、前掲書163頁。
（21）同上。
（22）モーリス・デュヴェルジェ、前掲書155頁 。
（23）モーリス・デュヴェルジェ、前掲書163頁。
（24）René Capitant, L’amenagement du pouvoir éxecutif et la question du Chef 
de l’Etat, Encyclopédie française, tome X, 1964, in Ecrits constitutionnels, p.396.
（25）オリヴィエ・ボー「第五共和制における執行権者の責任　憲法の運用及び学説
からの検討　」村田尚紀（訳）『立命館法学』（2003年 5 号・291号）445頁。同論文
はフランスにおける政治責任の現況をよくまとめており、本稿も多くの点について
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示唆を受けている。
（26）René Capitant, op.cit., p.397.
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